
 
 申 請 に対 する処 分 の審 査 基 準 ・標 準 処 理 期 間 （個 票 ）  

 
所管部署：福祉部障がい福祉課 

(自立支援給付係  ／内線：２７９４) 

根拠区分 法律 ・ 条例 

許認可等の名称 地域相談支援給付費等の支給決定 

処分権者 市長 

根拠規定 

根拠法令・条例題名 

(制定年/区分/発令番号) 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

                   (平成１７年法律第１２３号) 

根拠規定条項 第５１条の７第１項 

基準規定 

基準法令等題名 

(制定年/区分/発令番号) 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成 18年政令第 10号） 

基準規定条項  

審査基準 

 

第五十一条の七 市町村は、前条第一項の申請があったときは、当該申請

に係る障害者の心身の状態、当該障害者の地域相談支援の利用に関する意

向その他の厚生労働省令で定める事項を勘案して地域相談支援給付費等の

支給の要否の決定（以下この条及び第五十一条の十二において「給付要否

決定」という。）を行うものとする。 

２ 市町村は、給付要否決定を行うに当たって必要があると認めるとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村審査会、身体障害者更生

相談所等その他厚生労働省令で定める機関の意見を聴くことができる。 

３ 市町村審査会、身体障害者更生相談所等又は前項の厚生労働省令で定

める機関は、同項の意見を述べるに当たって必要があると認めるときは、

当該給付要否決定に係る障害者、その家族、医師その他の関係者の意見を

聴くことができる。 

４ 市町村は、給付要否決定を行うに当たって必要と認められる場合とし

て厚生労働省令で定める場合には、厚生労働省令で定めるところにより、

前条第一項の申請に係る障害者に対し、第五十一条の十七第一項第一号に

規定する指定特定相談支援事業者が作成するサービス等利用計画案の提出

を求めるものとする。 

５ 前項の規定によりサービス等利用計画案の提出を求められた障害者

は、厚生労働省令で定める場合には、同項のサービス等利用計画案に代え

て厚生労働省令で定めるサービス等利用計画案を提出することができる。 

６ 市町村は、前二項のサービス等利用計画案の提出があった場合には、

第一項の厚生労働省令で定める事項及び当該サービス等利用計画案を勘案

して給付要否決定を行うものとする。 

管理 No． F036 



 

７ 市町村は、地域相談支援給付決定を行う場合には、地域相談支援の種

類ごとに月を単位として厚生労働省令で定める期間において地域相談支援

給付費等を支給する地域相談支援の量（以下「地域相談支援給付量」とい

う。）を定めなければならない。 

８ 市町村は、地域相談支援給付決定を行ったときは、当該地域相談支援

給付決定障害者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、地域相談支

援給付量その他の厚生労働省令で定める事項を記載した地域相談支援受給

者証（以下「地域相談支援受給者証」という。）を交付しなければならな

い。 

 

標準処理期間 

(経由機関の日数) 
 

本票の作成日 平成２９年２月３日作成 

更新履歴(更新日) 改正沿革 

  平成  年  月  日改正 

 

審査基準（裏面追加） 

 基準内容 

審査基準等 

補足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


